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一般報文 

出来形管理への3次元計測技術導入 
及び改善に向けた検討 

森川博邦・長山真一・舛田裕司
 

1．はじめに1 

 国土交通省は、生産性革命プロジェクトの一つ

『 i-Construction』を推進しており、そのトップ

ランナー施策の一つとして「ICT土工」を開始し

た。出来形管理に3次元計測技術を導入するなど

ICTを全面的に活用するため、平成28年3月に15

の基準類を発出した。また、ICT土工の現場導入

の状況も踏まえ、平成29年3月には国土交通省よ

り一部基準の改定が発出された。本稿では国土技

術政策総合研究所（国総研）で実施した、3次元

データを活用した土工の出来形や出来高の面管理

手法等に関する基準類の背景となる検討結果を報

告する。 

2．土工出来形管理と新たな計測技術 

2.1 従来の土工出来形管理 

 従来の土工の出来形管理基準（掘削工，盛土

工）は、代表断面の基準高、幅員、法長を測定し

評価するもので、測定の機材としてレベルやテー

プを使用することを前提に基準が決められている。 

施工現場において3次元設計データにより建設

機械を制御する情報化施工は、2008年より試行

されている。情報化施工では、出来形管理に点的

に瞬時に3次元の座標計測ができるトータルス

テーション(TS)を用いて、施工完成時に代表断面

の天端や法肩、法尻の位置座標を計測して、基準

高、幅員、法長を算出している。これは従前の基

準に合わせる形で2次元の出来形管理資料を作成

する方法である。 

2.2 新たな計測技術の進展 

 無人航空機(UAV)を使った空中ステレオ写真測

量やレーザーの連続的照射により計測を行う地上

型レーザースキャナー(TLS)といった新たな技術

によって、地物形状などの3次元計測データを短

時間かつ面的に取得できるようになった。更に

PCの高機能化等により、工事現場の現況測量や
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出来形測量で得られる大量の3次元点群データを

処理することが簡単になった。 

これまでは、決められた間隔で断面図を作って

出来形管理を行っていたが、面的な計測で取得し

た3次元の点群データと3次元設計データを使え

ば、立体形状同士を比較する方法で工事出来形の

確認ができ、確認作業や管理図面の作成が効率化

できる可能性がある。しかし、断面管理の規格値

をそのまま面管理に適用することは不適切であり

面管理用の規格値を設定する必要があった。 

3．ICT土工のための基準類の導入 

3.1 点群データを用いた出来形管理基準値の検討 

 従来の出来形管理手法で各測点において断面形

状の天端高さや幅・法長の寸法計測をしていたこ

とに比べ、面管理では面的かつ網羅的に座標計測

し設計と比較するため、大量の計測点を得ること

となる。図-1に示すとおり、面管理における計測

点の集合を母集団と考えると、断面管理における

計測点はその標本集団と考えられ、従前の管理規

格値を面管理の全計測点に適用することは、要求

精度が従前に比べ過剰になる可能性がある。この

ため、従来の断面管理と同程度の出来形を確保す

るための面管理における規格値を検討するために、

従前の出来形管理基準に基づき施工管理された土

工現場において、管理断面以外の箇所の出来形を

面的に把握した。この調査結果をもとに、出来形

のばらつきが正規分布に従うものとして、面管理

データのほぼ全数（99.7%=3σ,σ:標準偏差）が適

合する値を全数管理規格値（99.7％許容値）とし 

 

図-1 規格値検討の基本的考え方  
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規格値

±50mm 平均値 個々の計測値
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－100mm (小段含む)
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測定項目

幅

測定項目 規格値

 

図-2 提案された出来形管理基準値  

た。図-2に路体盛土工を例とした従来の規格値と

新たな規格値を示す。 

3.2 ICT土工の導入 

 前述の結果を踏まえて、平成28年3月に国土交

通省より3次元データによる出来形管理に必要な

施工管理基準や出来形管理要領などICT土工実施

のための15の基準類が発出され、平成28年度か

ら国土交通省直轄の土工工事においてICTを活用

したICT土工の導入が始まった。 

平成28年度は、土工量1,000m3以上の土工工事

がICT活用工事とされ、平成28年度末までに全国

の直轄工事で584件のICT土工が実施された。 

4．課題と改善のための検証 

4.1 ICTの導入効果と課題 

 平成29年3月31日までの完成工事の一部の結果

（36件、全工事の平均土量  26,988㎥）による速

報値では、起工測量から完成検査まで土工にかか

る一連の作業時間について、平均23.4％の削減効

果がみられた。 

  ICT活用 平均日数 52.8 日  

  従来手法 平均日数 68.9 日 

    合計作業時間 23.4 % 削減 

一方で、ICT活用工事の導入現場より、作業の

効率性の観点から以下の基準項目に関して課題が

あげられた。 

1． UAV写真測量の写真撮影の規定 

2． UAV写真測量の標定点等設置計測 

3．小規模現場における出来形管理 

 上記課題のうち国総研で検証した1．および3．

についての結果を以下に述べる。 

4.2 UAV写真測量の写真撮影の規定 

平成28年3月に発出されたUAV写真測量の出来

 

図-3 精度検証のイメージ  

形管理要領（以下「平成28年要領」という。）で

は、隣接写真の重なり（ラップ率）が90％以上、

地上画素寸法（地上解像度）が1cm/画素以内と

されていた。この基準に則して飛行計画を立てる

とUAVの飛行時間が長くなり、現場作業を止め

る時間も長くなるため、効率的な作業に支障が

あった。また、写真の枚数が膨大になることによ

り、ソフトウェアによる3次元点群化処理に必要

な時間や工事完成図書の電子成果品の容量の点で

も課題があった。 

 このため、ラップ率と地上画素寸法を緩和した

場合の精度に対する影響の検証を行った。直轄工

事現場（5現場）で、進行方向のラップ率（基準

90%/緩和案80%）及び地上画素寸法（基準1cm/

緩和案2cm）の組み合わせによる4つの条件下で

UAVを飛行させて写真測量を実施した。精度検

証のための真値となる正解データはTSを用いて、

縦断方向4m、横断方向2mの間隔で計測した。写

真測量の点データを面データ化した上で、正解

データと同じ平面座標 (X,Y)における三角面上の

標高値 (Z)をとり、正解データとの標高較差によ

り精度検証を行った（図-3）。 

 

表-1 出来形計測精度の検証結果  
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 表-1に5つの現場における4つのパターンでの計

測結果について、天端部分と法面部分の高さ精度

の検証結果を示す。平成28年要領の規定に従い

計測した場合（パターンA）で高さ計測値の許容

誤差である±50mmに収まる割合が低かった現場

①では、ラップ率を80%に緩和した場合 (パター

ンB)において±50mmに収まる割合が低下してい

る。しかし、パターンAで±50mmに収まる割合

が概ね90%以上である現場は、パターンBでも±

50mmに収まる割合が大きく低下することはな

かった。すなわち、パターンAで充分な精度の確

保が出来る条件の現場であれば、ラップ率を緩和

(パターンB)しても同等の精度が保たれている。

このことからラップ率の80%への緩和は可能と考

えられた。 

一方、地上解像度を 2cmに緩和した場合 (パ

ターンC)では、現場②以外の全てで±50mmに収

まる割合の低下が見られ、地上解像度の緩和をす

ると精度確保ができなくなる可能性があることか

ら、地上画素寸法を2cmとする緩和は採用しない

こととした。 

4.3 小規模現場における出来形管理 

UAVによる写真測量は、事前の機材準備に一

定の手間を要すること、TLSは機材が高価である

ことから、施工面積が小さい場合や、段階的な出

来形管理の頻度が高い場合には、UAVやTLSの

方が作業時間やコスト的に非効率となる可能性も

ある。また、UAV写真測量やTLSで欠測があっ

た場合の合理的な補足手段も必要とされていた。

このため、特定箇所の3次元座標を計測出来る機

器であるTS、ノンプリズム式TSやRTK-GNSSを

使うことを検討した。 

4.3.1 TSの面管理への活用 

ICT土工出来形管理の面管理で要求される計測

精度は±50mm以下とされているが、TSの計測

精度は一般的に鉛直精度10mm程度とされている

ことから、情報化施工のTS出来形管理における

断面管理以外に、面管理の計測においても活用可

能とした。 

4.3.2 ノンプリズム式TSの活用 

ノンプリズム式TSは計測対象からの反射波を

利用して測距測角する測量機器であり、TLSと同

じ原理で精度が同等であるため、面管理に利用す

ることに問題は無い。ただし、検定手法がないた

め、TLSに準じた規定を出来形管理要領等に盛り

込んだ。 

4.3.3 RTK-GNSSの活用のための精度検証 

RTK-GNSSの計測精度を確認するため、RTK-

GNSSを用いた面的な計測結果と、TSによる計

測結果（横断方向を1m間隔程度、延長方向を1m

程度）を比較した結果が表-3である。この結果か

ら、RTK-GNSSの計測精度は、 ICT土工出来形

管理の面管理で要求される計測精度である 

μ＋3σ≦±50mm（μ：平均，σ：標準偏差）

を満たすことが確認できた。 

表-3 RTK-GNSSの現場計測精度  

高さ精度
(RTK-GNSS)-(TS)

平均：μ
(mm)

標準偏差：σ ⺟数：N

天端部 -11 7 80
法面部 -19 8 82  

4.3.4 RTK-GNSSの基準点精度 

 RTK-GNSSの計測精度は、鉛直30mm程度で

あるが、刻々と変わる衛星の位置の影響により、

計測値自体が変動する可能性がある。連続12時

間、固定位置での計測結果を図-4に示す。 

 折れ線が計測値の時間変動であり、図中には

RTK-GNSSの計測精度を点線で追記してある。

この図は、計測精度（±30mm）に対して計測値

の時間変動が、同程度となる場合があること示し

ている。 

 このため、実際に現場でRTK-GNSSを使用す

る場合には、基準点で初期化を行い、計測対象を

一巡する計測のあと、基準点での計測を再度行い

誤差以内（±30mm）であることを確認すること

を改定要領に規定した。 

 
図-4 RTK-GNSSによる固定位置での計測結果

（鉛直方向／12時間連続）  
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4.3.5 TS、ノンプリズム式 TS、 RTK-GNSSの

計測点密度  

特定箇所の3次元座標の測定が可能なTS、ノン

プリズム式TS、RTK-GNSSにより面管理する場

合の計測点密度は、UAV写真測量やTLSを用い

た出来形管理の出来形評価点密度と同等である 

1点/m2以上と明記した。 

4.4 基準類の改定 

以上を踏まえて、3次元計測技術を活用した出

来形管理についての改善策を要領等の素案として

整理し、平成29年3月に国土交通省からICT土工

の基準類の改定が発出された。 

なお、参考までに記すと、「UAV写真測量にお

ける標定点等設置計測」にTSよりも簡便に計測

ができるRTK-GNSSを活用するという課題につ

いては、起工測量（要求精度±100mm）、岩線計

測（同 ±100mm）、部分払い用出来高計測（同

±200mm）については、RTK-GNSSの計測精度

（±30mm）でも十分満足するということから、

平成29年3月の改定で追記されている。 

5．まとめ 

 ICT土工が平成28年度にスタートしてから1年

余りが経過した。直轄現場でのICT土工の実績は

500件以上になっており、今後は完了した工事の

完成図書（電子納品物）の分析も取り組むべき課

題である。平成29年度からは舗装工など新たな 

 

 

 

工種についてもICTの活用のための基準が発出さ

れたところであるが、更なる適用拡大や、より効

率性の上がる可能性のある新技術の活用など、建

設現場へのICT導入による生産性向上が一層進む

よう、取り組んで参りたい。 
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